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⚫ はじめに 

中絶ケア2のための遠隔医療
テレメディシン

とは、通信技術を用い、医療施設ないし自宅での薬による中絶3の準備を整

えること、そして中絶後のフォローアップを行うことである。〈女性の安全な中絶権のための国際キャン

ペーン（ICWRSA）〉は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックのさなかに迎えるこ

とになった 2020 年 9 月 28 日の国際セーフ・アボーション・デーに向け、中絶前の準備とそのフォロー

アップのために、そして女性当人の選択に応じ、中絶薬の服用によって妊娠初期に自宅で中絶する権利を

サポートするために、遠隔医療の活用を推進している。 

このディスカッションペーパーでは、遠隔医療が利用されるようになった経緯と、自宅で中絶薬を服用

する自己管理中絶が発展してきた経緯を振り返る。最初は 1980 年代ブラジルにおいて、女性たちは〔中

絶に〕ミソプロストールを使うことができるという情報を内々で交換していた。それから 2005 年にフェ

ミニストたちによって〈安全な中絶4〉情報ホットラインが作られ、女性が自宅で中絶するために必要な

情報が（場合によっては中絶薬も）提供されるようになった。現在、世界全域の少なくとも 26 カ国で、

このようなホットラインが一カ国につき一つ以上開設されている。そしてごく最近になって、現在では遠

隔医療（または遠隔保健
テ レ ヘ ル ス

）と呼ばれているものを、医療専門家たちが中絶ケアのために使い始めた。この

ペーパーは遠隔医療に関するものであり、自己管理中絶を安全に行うための諸条件を挙げ、遠隔医療と自

己管理中絶を組み合わせた中絶サービスの諸例を示したい。またこうした変化をもたらすのに薬局に何

ができるのか、また実際にどんな役割を果たしているのかにも触れたい。 

 
1 本ペーパーは、2020 年 9 月 28 日の国際セーフ・アボーション・デーの資料として、〈女性の安全な中絶権のための国

際キャンペーン（International Campaign for Women’s Rights to Safe Abortion, ICWRSA）〉のニューズレター2020 年

8 月 26 日号に同団体のコーディネーターMarge Berer 氏が寄稿したものの日本語訳である。訳出を快諾してくださった

Berer 氏に感謝したい。原文は以下の URL を参照のこと。https://www.safeabortionwomensright.org/telemedicine-

and-self-managed-abortion-a-discussion-paper/ （2020/10/20 閲覧） 
2 abortion care とはアボーション（人工妊娠中絶／流産）の事前・最中・事後にわたるあらゆる医療、心理ケア、避妊

指導などを指す。英語の “abortion” は中絶のみならず避妊も網羅する言葉である。英語の abortion care には中絶と流

産の両方のケアが含まれ、中絶術と流産後の処置には同一の方法が用いられる。ただし本ペーパーの翻訳では、便宜上

「中絶」という訳語のみを当てる。 
3 薬による中絶とは、外科的（surgical）中絶との対比でメディカル・アボーション（内科的中絶 medical abortion, 略

MA）とも呼ばれ、薬を内服することで人工的に流産を引き起こす方法である。 
4 WHO では、妊娠 12～14 週未満については中絶薬の内服または吸引を、それ以上の妊娠週数については中絶薬の内服

または D＆E をそれぞれ「セーフ・アボーション（安全な中絶）」と位置付けている。 

https://www.safeabortionwomensright.org/telemedicine-and-self-managed-abortion-a-discussion-paper/
https://www.safeabortionwomensright.org/telemedicine-and-self-managed-abortion-a-discussion-paper/


遠隔医療と自己管理中絶は、あらゆるケースの中絶について常に実行可能である、より好ましい、適切

である、安全である、とは言えないかもしれない。法律や規制の制限を受けたり、通信技術に限界があっ

たり、遠隔医療相談を受けるだけのスキルがなかったり、女性が自宅で中絶するのに不可欠なプライバシ

ーの確保などの条件を満たせなかったりすることもある。しかし過去 40 年間近くにわたって、中絶薬の

おかげで女性たちはまさに自らの手で中絶を行えるようになってきた。友人たち、〈安全な中絶〉情報ホ

ットライン、数を増しつつある医療専門家たちから少しだけ助けてもらいつつ、薬による中絶を実行する

女性たちはますます増えている。 

COVID-19 のために遠隔医療がヘルスケアにもたらそうとしている変化を踏まえ、中絶サービス全体

を、21 世紀のレンズを通して構想し直さねばならない。つまり対面診療による中絶に感染リスクがある

場合には、中絶前と中絶後に遠隔医療を受けられるようにしなくてはならない。それは自宅での自己管理

中絶か、診療所での中絶かのどちらかを選択できるということでもある。後者、すなわち診療所での中絶

は、地域に根ざした 1 次レベルの医療施設で、中間レベルの医療提供者〔助産師、上級看護師、医師助手

など〕が行う。国は安全な中絶が「必 須 医 療
エッセンシャル・メディシン

」であると認めねばならず、中絶を脱犯罪化し、不要な

規制を撤廃し、中間レベルの医療提供者を訓練し、女性当人が中絶に関する意志決定を行い、中絶を行う

場所を選択できると認めねばならない。これらの変化をもたらすことができるかどうかは、医療制度の問

題に関わるものもあるが、すべては女性当人の要求のみに基づいて安全な中絶を得る権利を保障する法

律と政策と実践があるかどうかによる。 

 

⚫ 背景 

1997 年に、WHO は「〈あらゆる人に健康を〉を支援するテレマティクス5・ポリシー」を発表した[1]。

2014 年までに遠隔医療は日常語になった。それから遠隔医療はさまざまな診療科で導入され、2020 年に

はCOVID-19パンデミックの影響できわめて急速に普及した。2020年7月には「遠隔医療
テレメディシン

」と「遠隔保健
テ レ ヘ ル ス

」

は医学論文データベース PubMed やその他の数多くの専門誌で 34,000 回以上検索された。 

1999 年のある論文は、遠隔医療を次のように広く定義している――「人々が離れたところにいる場合

に、ヘルスケアを提供し支援するために電子情報および通信技術を用いること」。遠隔医療の技術には「ビ

デオ会議、電話、コンピュータ、インターネット、ファックス、ラジオ、テレビ」[2]などがあり、それぞ

れ長所と短所がある。インターネットにアクセスしにくい場合はアプリも使われる。1999 年の同論文は

こう続く。 

 
5 テレマティクスとはリモート・モニタリングのこと。 



 

インターネットによって消費者がエンパワーされ、スピード・アクセス・利便性への期待が高まり、

従来の医療システムでは満足できなくなっている……。オンラインの薬品販売店が大きな注目を集め

ている。遠隔医療の潜在的な利点は、ケアにアクセスしやすくなること、診断と治療の効率の向上、

生産性の向上、21 世紀に向けた市場ポジショニングなどである。遠隔医療は、ヘルスケア・システム

全域において、経済・規制・法律・倫理・診療に関する専門知識に対応を迫るだろう。遠隔医療の有

効性、コスト、社会にもたらす意味に関する調査が必要である。同時に、実践モデル、基準、訓練プ

ログラム、規制やライセンスや法律に関わる疑問点への解決策も必要である。 

 

「テレメディシン」「テレヘルス」以外にも、〈ｅヘルス（電子保健）〉〈ｍヘルス（モバイルヘルス）〉と

いう用語も登場している。いずれの名称にせよ、テレコミュニケーションには特定のスキルが必要で、一

回限りのやりとりか複数回か、日常治療か救急治療か慢性疾患の医療か、それらのケアの準備なのか監視

なのかフォローアップなのかによって必要なスキルも部分的に変わる。いずれの場合も意図した結果が

得られたどうかを判断するために、行われたやりとりは評価されねばならない。 

2010 年以降、特定の専門分野・国家・地域での遠隔医療を記述し評価するレビュー論文や記事が発表

されるようになった。遠隔医療の利用を妨げる重要な問題点もわかってきた。たとえば、遠隔医療を行う

のに適切な技術がなかったり、スタッフおよび支援スタッフの訓練が必要とされたり、患者のプライバシ

ーを確保する方法、標準化を実現する方法、保険で費用を補填するための方法などである。また、遠隔医

療が適切である患者グループと、適切でない患者グループを明確に分ける方法も見つけねばならない。現

在これらはすべて、医療サービス提供に遠隔医療を活用するためにきわめて重要な課題と考えられてい

る[3]。 

2020 年に医学誌『ランセット』に掲載されたあるレビュー論文は、COVID-19 によりディスタンシン

グの必要性が生じたために、医療の全領域において、医療提供者と患者の対面診療からバーチャル診療へ

の移行がきわめて短期間のうちに進みつつあると報告している[4]。同レビューはカナダ、中国、ドイツ、

インド、イタリア、南アフリカ共和国、英国、米国の状況を網羅しており、カナダでは上級医療スタッフ

の支援を得て「規制や主導権争いに縛られた専門職という障壁を一掃する段階に来ている」と述べてい

る。ある専門家は次のように指摘する。「この数十年、バーチャル医療を阻んできたさまざまな規制は、

決して正当なものではなかった。〔COVID-19 は〕これらの障壁をすべて吹き飛ばす機会となった。目下

の問題は『どこまで進めるつもりか』ということだ」 

これらすべてが安全な中絶ケアと関連している。たとえば 2014 年に南アフリカ共和国で行われた研究



[5]では、中絶薬の提供に携帯電話を取り入れて、次の 3 点で対面診療に代替できることが示された。 

 

・SMS6／テキストメッセージを使って、中絶薬の服用をコーチングする。 

・アンケートを用いて、中絶を完了させることができたかを判定する。 

・中絶後の避妊について情報提供する。 

 

遠隔医療があれば患者は長距離を移動しなくてすむため、医療専門家の少ない遠隔地で暮らす患者にと

って遠隔医療が特に有益であることがすでに明らかになっている。たとえばオーストラリアで行われて

いる中絶ケアの例がある[6]。 

こうした経緯を踏まえ、本ペーパーでは医療施設で行う中絶で、あるいは中絶薬を用いて自宅で行う自

己管理中絶で、中絶の準備とフォローアップに遠隔医療を活用できることに注目する。また訓練を受けた

スタッフによる〈安全な中絶〉情報ホットラインから、訓練を受けた薬剤師から、医療提供者から情報と

支援を提供することについても扱う。 

 

⚫ 遠隔医療と薬を用いる自己管理中絶は、〈安全な中絶〉情報ホットラインから始まった 

ブラジルで初めてミソプロストールが中絶を誘発すると知られるようになった 1980 年代以降、女性た

ちは薬局、薬の販売者、路上販売、オンライン薬局を介してミソプロストールを入手し、合法的であって

もそうでなくても自己管理中絶を行ってきた。ミソプロストールに関する情報は、中南米全域に一気に広

まり、やがて他の地域にも広まった。 

インドではかなり前から、自宅で行う中絶（自宅中絶）で服用する中絶薬の主な供給源は薬局である。

2015 年のインドでは推定 1,560 万件の中絶が行われ、その 7 割以上が中絶薬によるもので、手術による

中絶はわずか 14％、その他の方法によるものは 5％だった。薬による中絶のうち 91％は医療施設以外で

行われ、公立の医療施設で行われたのはわずか 2％、民間の医療施設でも 7％にすぎない[7]。この調査で

はほとんどの場合、中絶薬は処方箋なしで入手されていたが、薬剤師らによる最近の報告では、中絶薬の

71～100％が処方された薬だという[8]。しかしインドの保健家族福祉省が 2020 年 3 月 25 日に発表した

ガイドラインでは、インドで行われる遠隔医療の一部が合法なのに[9]、中絶は対象外である。なぜ対象

外なのだろうか？ インド医学評議会は NGO 団体〈ヒドゥン・ポケッツ〉に対し、インド政府はごく一

部の例外を除き、店頭販売されている薬のみ電子処方を許可していると回答したと報告されている[10]。 

 
6 SMS とはショート・メッセージ・サービス、LINE など。 



世界中で、正規の医療制度を介して中絶薬を入手できない女性たちは、薬局、ウェブ上の薬局、独立し

た中絶プロバイダーによるオンラインサービスから中絶薬を入手し、〈安全な中絶〉を支持する活動家ら

の運営するホットラインから服用方法についての情報を入手している。2005 年に医師が創設した〈ウィ

メン・オン・ウェブ（Women on Web）〉は、遠隔医療を利用して、世界中の女性に自宅で服用するため

の中絶薬を届ける支援活動を開始した。その数年後には〈ウィメン・ヘルプ・ウィメン（Women Help 

Women）〉[11]が続いた。〈ウィメン・ヘルプ・ウィメン〉は遠隔医療でカウンセリングを行い中絶薬を提

供するだけでなく、世界中の数多くの地域で全国的な〈安全な中絶〉ホットラインを立ち上げることを奨

励し、ホットライン間のネットワーク作りも支援してきた。 

今日では、少なくとも 26 カ国に 31 の〈安全な中絶〉情報ホットラインが作られており、そのすべて

が〈女性の安全な中絶権のための国際キャンペーン（ICWRSA）〉のウェブサイトに掲載されている[12]。

これらのホットラインは、電話、電子メール、ウェブサイト、アプリ、ソーシャルメディアを介し、女性

たちに安全な中絶について、そして他の SRH7について、情報と支援を提供している。ほとんどの場合、

スタッフやボランティアたちは WHO の指針に基づいた訓練を受けており、医療専門家、フェミニスト

活動家、訓練を受けたカウンセラー、研究者などがさまざまな形で参加している[13]。 

〈女性と若者のためのジェネレーション・イニシアティブ（GIWYN）〉のプロジェクトの一つ、ナイジ

ェリアの〈ミズ・ロージー・リプロダクティブ・ヘルス情報ホットライン〉は、コロナ禍のなかで女性の

ニーズに対応しているホットラインの一例である[14]。スタッフたちは有効な避妊法、中絶の選択肢、

必須医薬品
エッセンシャル・メディシン

に関する情報へのアクセスを高めるために、自宅からサービスを提供している。スタッフ

たちは自分たちのサービスを、地域社会への介入方法としてもっとも費用対効果が高いて実用的なもの

の一つと見なしており、とりわけ COVID-19 による公的医療制度への負担が大きい現在、意図しない妊

娠を減らすのに、そして安全でない中絶のせいで死に至る人々の数を減らすのに役立つと考えている。 

同様のヘルプラインは、全国的な家族計画協会によって避妊を求める女性たちのために数十年前から

開設されており、これらの協会は活動を広げ、避妊以外の SRH サービスも網羅してきた。あるいは HIV

感染者のためのヘルプラインもある。国の医療制度にこの種の支援が欠如しているなかで、これらのヘル

プラインは非常に多くの人々に情報を届けながら啓発活動をしており、それは〈安全な中絶〉ヘルプライ

ンが中絶に関して行っている活動と同様である。ヘルプラインがあるために、かつてに比べ非合法の中絶

はずっと安全である。実際、侵襲的な方法8を使う危険な中絶提供者を多くの政府は根絶できずにおり、

その責任を取ろうともしていないが、薬による中絶を自宅で秘密裡に行うことで、それらの提供者のもと

 
7 SRH とは性と生殖の健康（セクシュアル&リプロダクティブ・ヘルス）のこと。 
8 身体に器具を挿入することによって行われる方法などを指す。 



に行かなくても済むようになってきた。 

 

⚫ 中絶ケアのための遠隔医療は、なぜ通常の医療制度のなかで広く利用されていないのか 

世界中で毎日推定 15 万件の中絶が行われ、4 件の妊娠のうち 1 件は中絶で終わっている[15]。2020 年

6 月 1 日に、WHO は安全な中絶は〈必 須 医 療
エッセンシャル・ヘルスケア

〉であると宣言した（ただし初めての宣言ではない）

[16]。 

COVID-19 のために遠隔医療の利用が急速に増加していることを考えると、なぜ中絶医療のために遠

隔ケアがもっと広く活用されないのだろうか？ 移動は制限されており、人々はロックダウン状態にお

かれ、ウイルスに対処するために医療はいくつもの必須サービスを後回しにしており、可能な限り対面で

の接触を減らすことが推奨されている状況であるというのに。 

シンプルな答えは、中絶は他のたいていの医療処置よりも安全でありながら、多くの国々でいまでも犯

罪とされたり、法律で制限されたりしているからである。安全でない中絶による死亡数は減ってきたが、

年間およそ 700 万人もの女性が安全でない中絶による合併症のため、病院でポスト・アボーション・ケ

ア9を受けている[17]。ますます多くの国際機関と国際会議が、何十年にもわたってキャンペーンと支援

を続けているにもかかわらず、ごくわずかな国々を除き、妊娠 24 週未満の中絶（ここにほぼすべての中

絶が含まれる）を女性が自分の希望のみにもとづいて受けることはできない。あまりにも矛盾している。 

遠隔医療を用いれば、広く普及している技術を中絶ケアのために有効に活用できる。ところがこうした

政治的事情のせいで、中絶ケアへの利用が制限されている。 

 

 

⚫ 自宅における初期中絶は、医療施設における中絶に代わる安全で受け入れられやすい選択肢 

2016 年に、自己管理中絶における女性の経験についての質的調査を網羅したレビューが発表された。

このレビューによれば、合法の場合も法的制限のある場合も、中絶薬を公式な医療制度内で入手した場合

もそうでない場合も、全般的な自己管理中絶は女性にも提供者にも望ましいものである[18]。 

2018 年に WHO が妊娠初期の自宅における自己管理中絶は安全であると述べた際、そこには十分な証

拠があった[19]。ところがほとんどの国で、中絶薬の自宅での服用は違法とされている。この矛盾した状

況下で、中絶を必要とする女性たちは、合併症が発生したら医療制度を使えばいいと理解した上で、許可

の有無にかかわらず中絶薬を手に入れ、自宅で中絶を行っている。 

 

9 ポスト・アボーション・ケアとは、中絶後の診察、治療、心理カウンセリング、避妊指導などを指す。 



遠隔医療による中絶の準備とフォローアップは、女性が自宅にいて、医療提供者が自分の自宅ないし診

療所にいながら行える。女性側の事情によって自宅中絶が不可能である場合、または女性自身が自宅中絶

を希望しない場合、または妊娠 12 週以上の場合には、医療提供者が対面での中絶を提供することもでき

る。妊娠 16 週未満の場合は外来で吸引（手動または真空吸引）による中絶も可能だが、できれば 1 次レ

ベルの医療施設で、中間レベルの医療提供者が行うのが望ましい。施術自体は数分間しかかからず、簡単

な防護服やマスクを着用すればよく、無菌の手術室である必要はなく、すべてがごく短時間で終わる。ま

た、合併症のあるケースや D&E10の場合を除き、婦人科医が立ち会う必要はない。こうすることで対面

診察やサービス提供の時間やコストが大幅に削減される。 

遠隔医療への移行は、一晩にして成立するというわけにはいかないが、形式的な手続きや罰則つきの規

制などに縛られていないなら複雑ではない。患者とテレコミュニケーションするための技術とスキルが

あればいい。中絶提供者は、中絶薬の自宅服用と対面診療の両方をふくむガイダンスを、それぞれの地域

の事情にあった形で開発しておかねばならない。対面診療の場合は患者と提供者双方の自宅からできる

だけ近い場所で行い、できる限り訪問回数を減らし、可能な限り短時間にすべきだ。不必要な障壁はなく

すべきだ。これらは COVID-19 への対処としても必要なことだが、実際、そのほうが理に叶っている。 

2013 年の米国アイオワ州の農村部で得られたデータを分析した結果、中絶薬の遠隔医療サービスの導

入によって中期中絶は減少しており、診療所から離れたところで暮らす女性たちのサービス利用は増加

している[20]。 

カナダでは 2014 年に遠隔医療による初期中絶が認められるようになった[21]。2017 年 11 月までの世

界各地の研究に関する系統的レビューが 2019 年に発表されたが[22]、包括的な薬による中絶サービスに

遠隔医療が用いられたことで、以下のことが明らかになったとしている[23]。 

 

……さまざまな場面で、遠隔医療による薬を使った中絶の提供は安全で効果的であり、患者と提供者

の双方に好まれているという確かな証拠がある。臨床結果は、対面訪問を伴うケアモデルと変わらな

いことが判明した。 

 

ヨーロッパではアイルランドが、COVID-19 パンデミックが始まった 2020 年 3 月に、遠隔医療による中

絶を承認した最初の国になった。その後、イギリスでは 3 月中に、フランスでは 4 月に承認された[24]。

しかしながら、各国で全国レベルの要望が出されているのに、遠隔医療による中絶を承認した国はごくわ

 
10 中期中絶で行われる外科手術。日本でも「子宮内容除去術」として行われることがあるが、D&C と混同されることも

多く、D&E という言葉はあまり用いられない。 



ずかである。スペインのカタルーニャ州では義務づけられていた受診回数が 2 回から 1 回に減ったが、

遠隔医療は承認されていない。対照的に、モルドバ共和国の〈リプロダクティブ・ヘルス訓練センター〉

は 2019 年から全国的な遠隔医療による中絶サービスの準備を始め、中絶薬を確保し、患者向けのビデオ

などの資料を開発してきた。偶然にもプログラム開始の準備が整ったまさにそのとき、COVID-19 の問

題が発生したという（リプロダクティブ・ヘルス訓練センター長ロディカ・コメンダント博士の 2020 年

4 月 29 日の私信より）。 

英国では、〈英国妊娠相談サービス（Bpas）〉が 2018 年の時点でイングランドとウェールズの全中絶の

72％をカバーする最大の独立した中絶プロバイダーである。〈英国妊娠相談サービス〉では COVID-19 パ

ンデミックが 2020 年 3 月に始まった際、スタッフが自己隔離の必要に迫られ、個人用防護具が不足して

いたせいもあって、クリニックの 23％を閉鎖せざるを得なくなった。英国政府は、中絶権擁護者、国会

議員、さまざまな医療専門家グループからの圧力に応じ、2020 年 3 月 30 日からパンデミックが続く限

り、遠隔医療による中絶を承認した。女性たちは現在、遠隔医療で〔医師から〕中絶の許可を得て、中絶

薬を郵送で受け取り、自宅で自己管理中絶を行い、遠隔医療で中絶後のフォローアップを受けている。 

外部からのアドバイスに支えられ、〈英国妊娠相談サービス〉はわずか 1 週間で全国規模の遠隔医療サ

ービスを立ち上げ、稼働させることができた。2020 年 4 月末まで、通常より 35％多くの女性たちにサー

ビスを提供していたが、2020年 7月中旬にはCOVID-19以前の水準を約 10％上回る程度に落ち着いた。

その時点までに遠隔医療を用いて 15,000 件以上の薬による初期中絶が行われた。スタッフが自宅からリ

モートで働いていたため COVID-19 の感染リスクは下がり、スタッフの自己隔離や個人用防護具の必要

性も減った[25]。7 月に英国政府は、パンデミック後も遠隔医療を継続することを認めるかどうかを協議

すると発表した。 

 

⚫ 遠隔医療による中絶への政治的抵抗 

遠隔医療の利用はたんなる技術的な問題とか、提供者と患者が別々のところにいることだけを意味し

ているのではない。政治的な動機に基づく障壁を克服しなければならず、中絶への反対を拒まねばならな

い。残念ながら、中絶の提供を管理している医師たちが（そして政府も）管理を続けたがることは珍しく

ない。遠隔医療と在宅中絶への移行は、医師たちの覇権、医師たちへの政治的支持、医師たちの収入を脅

かしかねないので、彼らは変化に抵抗する。しかし長期的に考えれば、時代遅れの慣習や法律は破棄する

しかない。そうしなければより多くの人たちが医師たちの周辺で、あるいは医師たちを抜きにして、〔遠

隔医療による中絶のために〕活動するだろう――そうした活動は可能なのだから。 

たとえばケニアでは、2020 年 4 月に COVID-19 に関するガイダンスが発表され、リプロダクティブ・



ケア、妊産婦ケア、新生児ケア、家族計画ケアのサービス提供を必須サービスと見なして継続するように

呼びかけられた。このガイダンスでは、サービス提供者と患者の安全のために遠隔医療などのディスタン

シングの手段が提唱されている。しかし、合法的な中絶やポスト・アボーション・ケアのことはガイダン

スに明記されておらず、ましてやそれを遠隔医療で行うことについては一切触れられていない[26]。2020

年 5 月には、安全な中絶などのリプロダクティブ・ヘルス・サービスを国内ほぼ全域で提供している医

療提供者ネットワーク〈リプロダクティブ・ヘルス・ネットワーク・ケニア〉は、新しいホットラインを

開設して、ケニアの女性たちや少女たちにカウンセリングを施し、訓練を受けていて若者に親切な、安全

な中絶の提供者への紹介を始め、24 時間体制で運営している[27]。 

 

⚫ 自己管理中絶は全国民レベルで安全でなくてはならない 

しかしながら、秘密裡に行われる違法中絶の安全性は相対的なものかもしれない。2015〜19 年に毎年

推定 7,330 万件の中絶が行われたが、ポスト・アボーション・ケアを求めた 700 万人のうち、どれだけ

の人が危険で侵襲的な処置ではなく中絶薬を服用していたのかは不明である。 

2020 年になって、インドの 6 州での中絶についての研究が発表された。その 6 州はアッサム州、ビハ

ール州、グジャラート州、マディヤ州、プラデシュ州、タミルナドゥ州、ウッタルプラデシュ州で、イン

ドの人口の 45%を占めている。この研究によれば、2015 年にポスト・アボーション・ケアを受けた女性

のうち、かなりの数の女性が、中絶薬の服用後に不全中絶〔子宮内容遺残〕で病院を受診しており、タミ

ルナドゥ州の 33％が最少で、アッサム州の 65％が最多だった[28]。これは明らかに懸念すべき数値だが、

女性たちがどのくらい情報や支援にアクセスできるかは国によって違うため、数値にも違いがあるだろ

う。 

チリで行われた質的研究は、2006〜16 年にかけ、自宅で自己管理中絶を行った比較的恵まれた環境に

ある若い大学生 30 人を対象にしており、秘密裡に中絶薬を用いた個人がどんな経験をしているかがうか

がえる[29]。この研究では、女性たちが中絶に至った経緯と、学内のネットワークをどのように使って中

絶薬を見つけ服用方法を学んだのか、そして中絶の最中と事後にどんな経験をしたのかを記録している。

対象となった若い女性たちは、正規の医療サービスを活用した――子宮外妊娠ではないことを確認する

ために妊娠前の超音波検査を受け、中絶後にも、中絶が完了したかどうかを確認するために流産したと申

告して、超音波検査を受けていた。またホットライン、パートナー、友人からの支援も受けていた。それ

でも秘密裡に中絶するという状況からは不確かさと恐怖がもたらされ、中絶薬を探して購入することに

始まり、服用量が正しいかどうか、自分の中絶が正しく進行しているかどうか、中絶が完了したかどうか

に至るまで、ずっとその不確かさと恐怖はつきまとった。失敗するかもしれない、合併症が起こるかもし



れないという思いが強く、実際には不要だったポスト・アボーション・ケアを求めた人も少なからずいた

ために、統計値を引き上げる結果になった。女性たちの経験は困難なもので、中絶に必要な情報、時間、

プライバシー、支援、お金を自分で確保しなければならず、リスクが生じた場合には自分で対処する能力

も必要とされた。これは「必須医療」のあるべき姿ではない。 

マダガスカルでも 2015〜16 年に質的研究が行われ[30]、ミソプロストール服用による中絶後に合併症

になった 19 人の若い女性たち（中絶時に 16〜21 歳）の経験――他の方法を併用していたのかどうか、

服用前にどんな情報を得ていたか、どれだけの用量をどのような服用方法で用いたか、どんな合併症を経

験し、服用後にどのような治療を受けたか――に焦点が当たっている。この研究によると、若い女性たち

は医療提供者に助言を求めるだけでなく、パートナー、友人、家族、伝統療法師からも助言を得ていた。

ミソプロストールの入手は、正規の経路でも非正規の経路でも容易だったが、相談相手の助言にしたがっ

て女性たちが用いたミソプロストールの量や服用方法はかなりばらつきがあり、WHO のガイドラインと

違っていた。そのために効果がなく、中絶が失敗に終わったり、不全中絶になったり、大量出血をしたり、

強い痛みが生じたり、感染症に至ったりしていた。研究者たちは、女性たちだけでなく医療提供者と薬剤

師も、ミソプロストールの正しい使用法と合併症の治療について早急に訓練を受けねばならないとして

いる。 

ここで明らかにしておきたい。このような状況で行われている自己管理中絶は、WHO のいう「セルフ

ケア」[31]には当てはまらないし、中絶権利運動のいう「自己管理」でもない。医療制度が本来なすべき

仕事をしていないのだから。 

それでも繰り返しになるが、他国には異なる状況もある。2018年にナイジェリアで行われた研究では、

調査の過程に遠隔医療を組み入れ、法的制限のあるこの国でミスプロストール服用による自己管理中絶

がどこまで有効なのかを見るために、薬品販売店からミソプロストールを入手して服用に関する情報を

得た394人の女性に回答してもらっている。薬品販売店から得た薬に関する情報は不十分だったものの、

対象者の 94％が薬の服用後約 1 ヵ月経った時点で外科的介入を受けることなく中絶を完了したと報告し

た。86 人の女性が合併症を示唆する身体症状を報告したが、医療施設での治療を必要としたと答えたの

はわずか 6 人で、そのうち実際に治療を受けたのは 4 人だけだった。研究者たちは、現状において薬品

販売店は中絶薬の重要な供給源になっており、自己報告という限界はあるものの相当数の女性がミソプ

ロストールの自己投与〔による中絶〕に成功したようだと述べている[32]。研究者たちは追跡調査が必要

だとしているが、同種の研究が数多く公表されるようになってきている現在、自己管理中絶が世界中で行

われており、命の危険にさらされる女性の数が以前と比べれば激減していることが明らかになりつつあ

る。 



19 世紀から 20 世紀初頭にかけて、英国やフランスなどの宗主国で採用されていた刑法は、多くの旧

植民地諸国でそのまま刑法の一部に組み込まれた。多くの場合、そうした法律は現存している。その時代

の刑法は、女性当人や第三者が中絶を引き起こすために何らかの物質や器具を用いることをことごとく

禁止した。当時の刑法は、危険で侵襲的な手段から女性を守るためのものだった。ところが現在では、同

じ法律が女性を取り締まるために使われている。米国、英国、アイルランド、オーストラリアでは中絶薬

を使った女性たちが起訴され、投獄されることもあった。 

〈安全な中絶〉情報ホットラインは、合法的な中絶を受けられない国で自己管理中絶を安全に行えるよ

うにするために多大な貢献をしている。ボランティアで運営されるホットラインに国の医療制度の代わ

りはできないが、政府から支援を受けて全国規模にサービスを拡大することは可能なはずである。ともあ

れホットラインが必要とされているという事実は、合法的であろうとなかろうと自宅で自己管理中絶を

行おうとする人たちに対し、必要な情報と支援と手ごろな価格の中絶薬を確実に提供することが、医療制

度に課せられた倫理的な義務であることを浮き彫りにしている。 

中絶を法律でもっとも厳しく取り締まっている国々では、中絶が「必須医療」であると宣言されること

はなく、COVID-19 のパンデミックに際しても、中絶のための遠隔医療が始められていない。これらの

国々にはパンデミックのためにどのくらい中絶を得られない人々がいるのか、おそらくさらに深刻な問

題としてポスト・アボーション・ケアを得られない人々がどのくらいいるのか、エビデンスに基づく情報

も現在のところあまり出ていない[33]。しかしきわめて問題のある現状となっている可能性がある。 

 

⚫ 遠隔医療と自己管理中絶を組み合わせる 

今年〔2020 年〕の初め、性教育を教えている一人の助産師が 8 本のポッドキャストを作って「自己管

理中絶の話――8 部作」と名づけた。これは自己管理中絶を紹介するもので、実際に自己管理中絶を経験

した女性の話のあと、各ポッドキャストで医療専門家や弁護士らが登場し、米国で中絶を自宅で行う女性

たちを支援している遠隔医療サービスのさまざまな側面について語る[34]。これは優れた教材で、それぞ

れの国に合わせて導入できそうである。 

オーストラリアでは、2016 年にポール・ハイランド博士が設立した〈タボット財団〉が、医療専門家

による初めての遠隔医療サービスとなった。電話で診察して自宅に中絶薬を届けるサービスが（承認され

なかった一つの州を除いて）国内全域で行われたのである。この活動はタスマニア州から始まり、数年と

いう短い期間で、オーストラリアの 7 つの州を網羅するまでに拡大した。サービスの手順は次のとおり

である。専門医が電話で初診を行い、薬による自宅中絶に適しているケースかどうかを判断する。問題が

なければクリニックから必要な薬がすべて郵送で届けられ、女性が薬局に足を運ぶ必要はない。中絶が進



行している最中は正看護師が電話で女性をサポートし、医師が 24 時間体制で待機している。中絶が無事

に完了したかどうかは、電話によるフォローアップ診察で確認される。〈タボット財団〉は 2019 年 3 月

に閉鎖せざるを得なかったが、サービス提供に問題があったわけでも需要がなかったわけでもなかった。

閉鎖に至ったのは「こうした目的のための助成金も政府の補助金も後援者もいないこの国で、サービスを

運営していくにはコストがかかりすぎた」ためだった[35]。 

〈ジニュイティ・ヘルス・プロジェクツ（Gynuity Health Projects）〉は、2018 年に米国でテラボーシ

ョン（TelAbortion）と呼ばれる遠隔医療プロジェクトを立ち上げ、このサービスを合法とする全国 13 州

で、遠隔医療による中絶サービスを行っている。そのうち 5 州について、2019 年にサービスの評価結果

が公表された[36]。これは 32 か月という期間を評価したもので、この期間中 248 パックの中絶薬が送付

されている。ビデオ会議システムを用い、すべての必要な物品は郵便で女性たちに送られるこのサービス

は、安全で有効であり、女性たちにとって受け入れやすいものだった。アンケートに答えた 159 人の女

性の全員がサービスに満足していた。ただし、ピルを受け取ってから何かしらの記載のあるフォローアッ

プ・データを送り返してきた 217 人（88％）のうち、1 人が術後の発病により入院しており、別の 1 人

は大量出血で入院した。また 27 人が予定していた以外に病院で診察を受けていた――そのうち 12 人は

治療が必要ではなかったのだが。これらの例から、合併症は非常に少ないとはいえ、バックアップ・サー

ビスをつねに備えておかねばならないことがわかる。 

 

⚫ 遠隔医療と自己管理型中絶における薬局の役割 

多くの国で人々は薬局に出かけて行き、処方箋を提示するか、薬剤師の指導を受けるか、あるいは秘密

裡に薬を購入できる。胃潰瘍の治療薬でもあるミソプロストールは、何十年も前から、世界の多くの国に

おいて処方箋がなくても薬局で買える薬となっている。 

薬局と薬品販売店は、〈グローバル・サウス11〉において、合法の場合も超法規的な場合も中絶薬の供

給源として中心的な役割を果たしてきた。ネパールとカナダというまったく環境の異なる二国の研究か

らは、薬剤師はシンプルな訓練を受ければ中絶薬の提供を管理でき、安全な服用方法についての情報を提

供でき、必要に応じて合併症についての相談にも乗れるということがわかる。ネパールの研究[37]では、

中絶薬を求めてきた 992人の女性のほとんどが妊娠 6週目前後だったため、かなり早期に中絶していた。

その結果はきわめて安全で有効なものだった。研究対象になったのは、2 つの地区の薬局で 6 ヵ月のあい

だに助言を求め、ミフェプリストンとミソプロストールがセットになった中絶薬を購入した女性たちで

 
11 開発途上国のこと。地理上の南半球に限定されない。 



ある。一方の地区の薬剤師は 2010 年に中絶薬提供のための訓練を受け、もう一方の地区の薬剤師は 2015

年のこの研究の直前に訓練を受けた。一方の薬局は都市部、もう一方の薬局は農村部にあったが、どちら

の地区でも 97～99％のケースで中絶が完了していた。2010 年に行われた研修の内容が、2015 年にも使

われていた。重篤な合併症の報告は皆無で、回答した女性たちの満足度は高かった。 

ネパールを調査した研究者たちによれば、訓練を受けた薬剤師および薬局の店員たちは、性感染症、避

妊、緊急避妊薬についても、情報と薬の提供に成功していた。この成功という言葉には、クライアントの

守秘義務を守りながら、薬、消耗品、情報、助言を迅速に提供できたことが含まれる。薬剤師は地元と密

着しており、さまざまな健康問題についての情報源として信頼を得ている。ネパールは世界でも資源の限

られた国だが、中絶に関する法律は進歩的で、妊娠 12 週までは女性の申告のみによる中絶が認められ、

妊娠 18 週までについてもいくつかの他の理由による中絶が認められている。ネパールのこの例は、他の

国々の手本となるべきだ。 

カナダでは、ミフェプリストンが承認される前に、メトトレキサートとミソプロストールを求める人に

直送する遠隔医療中絶サービスが開始された。カナダにミフェプリストンが導入されたのは 2017 年にな

ってからのことだが、それ以降は急ピッチで改定された。2019 年 4 月からは血液検査やスキャンなどの

障壁を設けずに、薬局で直接、中絶薬を購入できるようになった[38]。2020 年 4 月には、パンデミック

に対応するために、遠隔医療を通じて中絶薬を提供するための手順が公表された。この手順では、ミフェ

プリストン 200mgの経口投与とミソプロストール 800mcgの舌下または膣内投与という標準的投与法に

加え、必要に応じて 800mcg の追加投与量のミソプロストールの提供も推奨されている。ミソプロスト

ールの追加投与は、可能性は低いけれども起こりうる不全中絶のリスクを減らすために行われる[39]。 

WHO は 2015 年に安全な中絶ケアのための医療従事者の役割に関するガイドラインを作り、妊娠初期

については薬剤師が安全に中絶薬を提供できるとしている。薬剤師によって提供されるサービスには、中

絶薬に対して禁忌のないことを確かめること、一人で薬を服用し、一連の経過や一般的な副作用を自分で

管理できそうな人かどうかを見極めることと、中絶が完了したかどうかを評価して、病院にフォローアッ

プを受けに行く必要があるかどうかを判断することが含まれる[40]。 

薬局と薬品販売店をこうして中絶薬提供のための重要なもう一つの拠点にすることは、公的に認めら

れるべきである。ここには若い人たちへの提供が含まれねばならない。とくに若い女性にとって、薬局や

薬品販売店で中絶薬が入手できるなら、その負担は、サービスを受けるために医療機関まで出かけていく

ところを誰かに見られてしまうという負担よりも軽いものかもしれない [41]。 

多くの薬局と薬物販売業者は、商品を買ってくれる客として人々を捉えている。数多くの国々で、薬局

はあらゆる種類のセルフメディケーション（自己投薬）の供給源である。医師を常時待機させている国も



あれば、店内に薬に関する知識をもち適切なアドバイスのできるスタッフを常駐させている国もある。中

南米の多くの国に支店を持つある薬局チェーンは、「ドクター・イン・ザ・ハウス」という制度を導入し、

貧しい人々が公的診療所に行くよりも安く気軽に医師に相談できるようにした。しかし、なかには薬局で

のサービスにきちんと規制のない国もあり、低・中所得国ではサービスの質がまちまちで、未登録の薬局

があったり、訓練を受けていない店員がいたり、標準より質の低い商品に悩まされたりすることもある。

たとえ薬局が行きやすい場所だとしても、結果的にケアの質は低下することもあり得る（リディア・カサ

ス・ベセラの 2020 年 8 月 24 日の私信より）。 

 

⚫ WHO の 2019 年セルフケア・ガイドラインには、自己管理中絶についての記載がある 

2019 年に、WHO の〈ヒューマン・リプロダクション・プログラム〉は SRHR12のためのセルフケア

促進策についての統合ガイドライン[42]を発表した。そのうち妊娠初期の薬による自己管理中絶のセクシ

ョンには、2015 年のガイダンス [43]の要約が掲載されている。その全文をここに紹介したい。 

 

自己管理と自己評価のアプローチによって、妊娠した当人のエンパワメントが可能である。またこの

アプローチは利用可能な医療従事者の人的資源を最適化し、さまざまな課題を分担する際の手段にな

りうる。 

・ 法律が許す限り、安全な中絶サービスはすべての女性にとって容易に利用でき、しかも手頃な価格

でなくてはならない。 

・ 自己管理のアプローチは、医療制度とケアの積極的な延長上に位置づけられる。自己管理の推奨は、

女性が情報にアクセスできず、訓練を受けた医療提供者や医療施設にもバックアップとして頼るこ

とのできないまま、秘密裡に行う自己中絶を容認するものではない。医療サービスを望み、必要と

するすべての女性が、医療にアクセスできるようにしなくてはならない。 

・ 各人は自分の健康管理のために一定の役割を果たしている。それは医療制度の中で課題を分担する

際の構成要素として重要なものである。 

・ これらの点を踏まえ、個々の構成要素についての以下の各項は、妊娠中の人が妊娠のすべての段階

で、必要とするか希望すればつねに適切な情報と医療にアクセスできるという条件で、自己評価と

自己管理のアプローチに関連して推奨されるものである。 

 

12 性と生殖の健康と権利（セクシュアル＆リプロダクティブ・ヘルス＆ライツ）のこと。 

 



i. 〔薬による中絶を行うための〕禁忌がないかどうかの自己評価は、厳密な調査があれば推奨され

る。 

ii. 医療提供者から直接的な監視を受けることなくミフェプリストンとミソプロストールの服薬を

自己管理することは、一定の状況において推奨される。すなわち、進行中の中絶の全段階で、女性

が必要とするか希望すればつねに正確な情報と医療提供者へのアクセスが得られる状況である。 

iii. 妊娠検査薬やチェックリストを用いて中絶の過程がすべて終了したと自己評価することは、一

定の状況において、つまりミフェプリストンとミソプロストールの両方の薬がが使われ、なおかつ

進行中の中絶の全段階で、女性が必要とするか希望すればつねに正確な情報と医療提供者へのア

クセスが得られる状況において推奨される。 

 

さらに WHO による 2018 年のガイドライン『中絶の医学的管理』から、2 つの注意事項が追加されてい

る[44]。 

 

‐ミフェプリストンとミソプロストールを組み合わせて服用する場合、妊娠 12 週未満であれば薬によ

る自己管理中絶が可能であり、薬を自宅に持ち帰ることができ、医療提供者の直接の監督を受ける必要

はない。ただし妊娠 10週を超える場合については、まだエビデンスが乏しいことに注意すべきである。 

‐中絶が完了したことを自己評価するために使う妊娠検査薬は、一般的に妊娠を診断するために使用

される検査ではなく、低感度妊娠検査薬13とする。 

 

⚫ 遠隔医療と自己管理型中絶の限界 

「遠隔医療は万能薬ではない。インターネットや電話の環境が整っていない人、〔中絶と同時に〕長時間

作用型避妊具の装着を求めている人、妊娠後期の中絶を求めている人、過去に中絶を試みたことにより合

併症の可能性のある人にはかならずしも適しているとは言えない。それゆえに施設ベースでの安全なサ

ービス提供を続行し、避妊や安全な中絶のさまざまな選択肢を維持することは不可欠である。このことは

ロックダウン以降、妊娠中期の中絶サービスへの需要が高まる可能性があるためにとりわけ重要である」

[45] 

遠隔医療と自己管理中絶の組み合わせが受け入れられない、あるいは実現可能でない理由は他にもあ

るだろう。たとえば女性や少女が自宅で中絶を行うための条件が整わない場合である。プライバシーが確

 
13 尿を使って判定する妊娠検査薬で、あえて感度を落としたもの。高感度の妊娠検査薬を用いると微量のホルモンを検

出して擬陽性（妊娠判定）になることがあるため、妊娠終了を確認するには低感度の検査薬の方が都合がよい。 



保できない場合や、パートナーや家族からの干渉や暴力から逃れられない場合、仕事を休む口実を作れな

い場合、24 時間いつでも安全にトイレを使える状態にない場合、出血や痛みに対処できない場合、そし

て受胎産物を処理する問題などがある。[46]。 

家族と一緒に暮らしている少女や女性は、自宅にいて自分一人で、あるいは誰かに付き添ってもらって

一緒に中絶を行うどころか、電話やビデオ通話のためのプライバシーさえ得られないかもしれない。先に

紹介したチリの研究では複数の若い女性がこの種の問題があったと報告しており、他国でも同様の指摘

がある。難民や避難民のキャンプのような環境では、自分の居住空間にトイレがついていなかったり、屋

外の共同トイレはとくに夜間に危険だったりするかもしれない。 

実際、貧困で、識字率の低い状態で暮らしている女性たちのために遠隔医療の実現可能性を高めようと

する場合、そしてとくに医療提供者の少ない遠隔地、農村部、資源の乏しい地域で暮らしている場合に

は、より細やかな注意を払って適切な支援システムを開発しなければならない。 

遠隔医療のためにはインターネットにアクセスできる環境が必要で、動画を使う場合はより強力な接

続環境が必要である。アプリを使えばその穴埋めにはなるが、インターネット環境のない人も含めてすべ

ての人が中絶薬にアクセスできるようにするには、医療制度を使って、薬剤師、専門職ではない地域の保

健担当者、活動家などを教育する必要がある（スーザン・ヤノウの 2020 年 8 月 19 日の私信より）。それ

以上に、24 時間 365 日、必要な時に支援を受けられるようにしておくことは重要なポイントで、プロセ

ス全体に不可欠な要素として組み込まれるべきである。 

 

 

⚫ 真空吸引中絶は選択肢として継続すべき 

できれば中絶薬より妊娠初期の吸引中絶を選びたいという女性もいる。避妊に関しては 1970 年代～

1980 年代以来、手段を自分で選択できるという概念が重要課題になってきた。多くの貧しい女性たち、

とくに〈グローバル・サウス〉諸国、貧しいコミュニティ、エスニック・コミュニティの女性たちのあい

だで、避妊提供者の側が選んだ避妊方法を「受け入れる」ように強制される問題がしばしば起きたからで

ある。この問題は、避妊の失敗率を引き下げ、中絶の必要性を減らすために、長時間作用型避妊薬が強制

されるという形で、ここ数十年間のあいだに（仮にいったん消えていたとしても）再発している。医療専

門家（と慈善団体）の多くは、今でも女性たちに代わって彼女たちが使う方法を選んでやりたいと考えて

おり、中絶も例外ではない。しかし、この問題について意見交換したところ、提供者側の見解も一つには

まとまらないことが判明した[47]。外から圧力をかけるのではなく、女性自身に手段を選ばせるよう支援

することがつねに欠かせない。 



 

⚫ 妊娠中期の自己管理中絶 

本ペーパーで取り上げたことのほぼすべてが初期中絶に関連することで、ほとんどの研究や報告され

た事例も妊娠 12 週未満の中絶に関するものである。しかし、妊娠中期以降の中絶も大切だ。妊娠中期の

薬による自宅中絶を支援すると公表しているホットラインはごくわずかで、アルゼンチンの〈ソコリスタ

ス・エン・レッド14〉はその一つである[48]。このグループは妊娠 24 週未満の中絶を行う女性たちへの

支援を 2015 年に開始し、良い成果を上げている。このグループが良い成果を上げることのできた理由の

一つは、女性たちが安心して支援を求められる特定の病院とのあいだに良好な関係を築いてきたからだ。

メンバーたちは、ポスト・アボーション・ケアとして医師の診察を受けることも推奨してきた。 

〈ソコリスタス〉のメンバーは、女性たちは何をしたいかを自分で決めなくてはならない、そしてその実

行は本人に任せねばならないと信じているため、女性が自己決定する前に、一連の流れのあらゆる側面に

ついてじっくり考えるようにアドバイスしながら支援する。メンバーは女性たちに、中期中絶は自宅で

「開始」できるが、いつでもそれを「完了」させるために病院に行ってかまわないと伝えている。あるメ

ンバーはこう語っている。 

 

「……今のところ、私たちは〔どんな〕合併症も経験したことがありません……。女性が〔病院に〕

行ったとすれば、それは彼女たち自身が病院で〔胎児を〕排出すると決めたからなのです。」 

 

自宅で中期以降の胎児を処分するのは容易なことではない。それ以上に、ときに女性たちはまだすべてを

排出し終わっていない段階で、すべて完了したと思い込むことがある。そうしたリスクを減らすために、

〈ソコリスタス〉のメンバーの中には、妊娠 16 週を超えた人は全員、共感を寄せてくれる医療専門家の

いる病院に行き、処理を完了させた方がいいと勧める人もいる。スタッフたちは「このモデルを使った中

期中絶が、どのくらい安全で有効で受け入れられるものなのかを評価する研究がぜひとも必要である」と

言う。その一方、COVID-19 のパンデミックのさなかにあっても、臨床現場で――特に可能であれば 1 次

レベルの医療施設で――中期中絶の提供が続けられることは極めて重要である。 

インドネシアのホットラインのデータを使った研究が 2018 年に発表されている。この研究によると、

2012〜16 年にホットラインに中絶薬を求めて電話をかけてきた女性のうち、96 人が妊娠初期を超えて

いた。そのうち 91 人がカウンセリングを提供され、そのうち 83 人が中絶薬を使って妊娠を終了させる

 

14 「ネットワーク上の救命救急隊」を意味する。 



ことに成功し、医療の支援を受ける必要もなかった。5 人は合併症かもしれない兆候があったために医療

を求め、1 人は中絶に失敗して医療を求め、2 人はフォローアップできなかった。この研究結果は、一部

で予想されているよりはるかに良好である。こちらの研究者たちも、このモデルに関してさらに研究を続

け、報告を集める必要があると述べている[49]。 

チリ、エクアドル、アルゼンチンに拠点をもつ支援グループによる 13～24 週の中期中絶の症例記録を

用いた研究も、ごく最近発表された。この研究によると、318 件の中絶のうち、中絶薬だけで中絶を完了

できたのは 241 件のみだった。残りのほとんどは、中絶を完了させるために手術が必要となり（16 件は

未完了）、チリでは何件か合併症が生じている（エクアドルとアルゼンチンでは合併症の記録は保存され

ていなかった）。[50]（データからわかる限りにおいて）手術が必要とされるケースが多く、これは良好

な結果ではない。この種の研究では、投与量と投与方法を比較して、これらが結果の違いになっているの

かを検討すべきだ。 

中絶を法律で制限している国々では、妊娠のどの段階であろうと自己管理中絶が認められる可能性は

低いが、その一方で、安全な中絶を合法的に提供できなければ、女性たちが医療制度以外のところで中絶

を求めざるを得ない状況は続く。 

 

⚫ 時代遅れの中絶サービスの提供モデルと未来への示唆 

ほとんどの国の中絶についての法律と政策は、どの方法なら良くてどの方法なら悪いのか、どのような

理由なら許容されるか、そしてそれだけでなくどこで中絶を行うのか、どのくらいの人数のどんな医療専

門家が中絶を承認すべきなのか、どのような特別の訓練を受けた医療専門家が、どのレベルのクリニック

ないし病院で中絶を提供できるか、入院か外来か、妊娠何週から何週まで提供していいか、妊婦本人の他

に誰かの同意が必要かどうかを現在も定めている。中絶薬は WHO の必須医薬品リストに登録されてい

るのに、他のほとんどの薬に比べ、中絶薬は厳しく規制され制限されている。そして中絶法がリベラルな

地域においても、女性自身が中絶方法を選べないところも少なくない。さらに、あまりにも多くの国々

に、麻酔をかけ、入院させて外科手術の D&C（拡張搔爬法）をいまでも行っている高次医療施設で指導

的立場にある頑固な時代遅れの臨床医たちがいるが、即座に辞めてもらうほうがいい。 

改善点には次のようなものがある。すべて WHO のガイドラインで勧められている内容である。 

 

・妊娠初期でも妊娠中期でも、薬による中絶は入院させて行う必要はなく、3 次レベルの医療施設で行う

必要もない。 

・看護師、助産師、一般開業医など、中間レベルの医療提供者は、1 次レベルの医療施設でほとんどの中



絶を管理できるように訓練されるべきである。またこれらの医療提供者および薬剤師は、女性が自宅で自

己管理中絶を行えるように、中絶薬を提供できるようにする。 

・（手動の）真空吸引は、外来および 1 次レベルの診療所、家族計画クリニックで、中間レベルの医療提

供者が行えるようにする。 

・超音波検査と血液検査はルーティンとして行う必要はなく、妊娠初期には行わなくてよい。 

 

1995〜2019 年にかけ、オンライン診療後に行われた中絶薬の自己服用に関する諸研究をレビューした結

果、以下のことがわかっている。本ペーパーを結ぶにあたって強調しておきたいことだ。 

 

・中絶薬を手に入れるためにインターネットを利用する女性は増えている。 

・利用できるサービスの質にはばらつきがある。 

・双方向的でないサービスにアクセスした女性は、医学的な指導を受けられないことに強い不安を報告

しており、また中絶の進行中に双方向的な指導を受けたいという需要は高い。 

・医療スタッフの指導のもとでサービスを利用している女性は満足度が高く、臨床上の結果は対面で行

われる中絶ケアと変わらない[51]。 

 

⚫ セクシュアル＆リプロダクティブ・ヘルスケアのための遠隔医療と自己管理中絶に関する初の全国

調査：英国の例 

2020 年 6 月 30 日、〈英国王立産婦人科医協会・生殖医療ファカルティ〉は、COVID-19 期間中の遠隔

医療に関連した SRH ケアの変化について、会員 1,000 人を対象とした調査結果を発表した。その報告に

よれば、遠隔での性と生殖に関する健康相談はパンデミック前の 18％から 89％に増加している[52]。 

中絶に関しては次のことがわかった。「ロックダウン以降、遠隔医療による中絶は薬による中絶の 78%

を占めており、イングランドのすべての中絶の約 3 分の 2 を占めている。中絶が行われるまでの平均待

機時間は、2 月には 10 日間だったが、6 月には 4.46 日間に短縮された。中絶を行った時点での妊娠週数

は、平均 8 週間から 6.7 週間に短縮された」。 

この報告で唯一憂慮すべきは次の点である。「対面診療機会が減少したために、脆弱なグループの SRH

ケアに有害な影響が出ている。対面診療がないせいで、保護の必要となるケース、家庭内虐待、10 代の

妊娠を見つけ出すのがより困難になっている。できるだけ多様な相談方法が使えるようにしておくこと

――対面、リモート、オンライン――は、現在のみならずパンデミック後も、すべての女性と少女に包括

的な SRH ケアを提供する際に欠かせない……。リモートやオンラインのサービスは、対面診察を補完す



るものであって代替するものではない。どの診察方法を用いる場合でも、安全性とケアの質を確保するに

は、最善の実践をなし、ガイドラインを遵守していく必要がある」 

 

⚫ 終わりに 

本ペーパーで紹介した数々の研究では、遠隔医療が訓練を受けた医療提供者、訓練を受けた薬剤師、訓

練を受けた〈安全な中絶〉情報ホットラインによって行われ、妊娠 12 週未満の自宅における自己管理中

絶で中絶薬を用いることに関して正確な情報を提供するなら、安全かつ効果的であり、重篤な合併症はま

れであることが示されている。ほとんどのブランドのコンビパック15の標準的な用量に、追加用のミソプ

ロストールを加えれば、中絶完了率を 100％に近づけ、不全中絶のリスクを大幅に減らすことができる。

自宅における中期中絶の安全性と、自宅における中期中絶を支援するための医療制度の役割に関しては、

さらなる研究が求められている。 

WHO の指針にしたがうように訓練を受けている〈安全な中絶〉情報ホットラインは、公的な医療制度

の一部ではないが、正確な情報と共感的なサポートを提供し、女性が必要とする際につなげるように医療

従事者や病院と関係を結んでおり、多くの場合、みずから医療分野で働いてきた経験を持つ人々もスタッ

フに加わっている。この種のホットラインは、まさに今、そうしたホットラインが中絶を必要とする女性

たちのために、情報と支援の重要な供給源として機能している国々で、何をしていけるかを示すモデルと

なっている。 

女性たちが品質の定かではない薬を独力で手に入れるしかなく、正しい用法や用量の情報も得られず、

継続的なサポートもないような立場に置き去りにされているなら、安全性と有効性は保証されない。それ

でも、中絶薬によって女性の命が奪われるようなことは起こっていない。1989 年頃に行われた最初の実

証研究以来、中絶薬は、過去の危険な中絶手法に比べてはるかに安全であることが証明され続けている。

過去の危険な中絶手法は、ようやく昔のことになりつつある。 

過去 20 年間に、大幅に改善された使いやすい中絶方法や新しい中絶ケアのモデルが登場しているが、

そうした中絶方法やケアをどんな女性も使えるかというと、依然として極めて不均等であり、普遍的に使

えるという状況からはほど遠い。この状況を地球規模で変えるためには、安全な中絶が〈必須医療（エッ

センシャル・ヘルスケア）〉として認識されねばならない。中絶は完全に非合法化されねばならず、女性

自身が中絶を自己決定する権利と、中絶が行われる状況を決める権利を持たねばならない。そのような変

化のためには医療制度の大幅な改革が必要であり、それにも増して望まない妊娠をしたすべての人が安

 
15 ミフェプリストンとミソプロストールを組み合わせた製品。 



全な中絶を受ける権利を保障するような法律、政策、実践の改革がまさに必要なのである。 
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